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高周波衝撃弾性波法の開発と適用性について 

 

宮崎県 ㈱第一テクノコンサルタンツ 賛助会員 塩月隆久 

 

１．はじめに  

 近年，構造物の維持更新のために損傷等の状態調査の技術向上が求められている．本技術は，地震被害調

査を契機として，従来のフーチングまたは橋台，橋脚の上から調査が困難であった基礎杭の損傷度調査など

を可能とすることを目的として開発された高周波衝撃弾性波法による非破壊調査技術である．開発の経緯，

本技術の概要等を述べた後に，本調査方法の適応性について特に熊本地震調査事例で得られた知見，調査精

度について述べる． 

２．開発の趣旨および目標 

新設，既設構造物において地盤の不同沈下，側方流動等によって基礎構造物に亀裂などの損傷が生じるこ

とがある．これらの被害の復旧対策を講じる場合，多くの情報を得るための調査が必要である．しかし，基

礎構造物は地下にあり，被害箇所を直接確認することは通常困難である．たとえば，阪神淡路大震災におい

て杭，ケーソン等のコンクリート基礎構造物に多くの被害が生じたが，被害を直接確認することは容易でな

かった．このため，非破壊調査あるいは掘削などの調査が行われたが，それぞれ利点と欠点があった．本法

は主にコンクリート構造物を対象として内部にある微細な亀裂位置あるいは先端部位置の調査，また，フー

チング等の他の構造物を介在する場合の上記の調査が可能な非破壊調査技術の開発を目的にした． 

３．本法の概要 

(1)従来技術の問題点 

構造物内部の損傷を調査する場合，ボーリング孔を利用したボアホールカメラなどの他に，簡便さなどの

理由から非破壊調査が用いられる．基礎杭等の根入れの深い場合，衝撃弾性波法が用いられる．しかし，こ

の方法は新設杭の施工管理のために開発されたものであり，断面欠損など比較的大きな損傷の調査に適して

いる反面，地震被害なような小さな亀裂あるいは構造が複雑になった場合には，表面波と端部，損傷部から

の反射波とが混在して判別できなくなるなど，その適用範囲が限られてくる． 

(2)理論的背景 

 波の周波数の大きさと不連続面の動的剛性及び幅の組み合わせによって不連続面での伝播特性が変化し，

不連続面の幅の大きさによって，通過・反射する波が周波数で選択されると考えられる．これによると，亀

裂幅が数ミリ程度のような損傷の調査には高い周波数による検知が必要であり，衝撃弾性波法で扱うような

低い周波数（2～4kHz 以下）の波では亀裂を通過してほとんど反射せず検知が困難であることになる． 

 本技術は以上のことを理論的背景とし，得られる反射波の高周波数成分を本技術の持つ機能により抽出し

微細な亀裂位置を検知することを可能にした技術である．ここに，図-1 にフーチングを介在した亀裂を有す

るモデルコンクリート杭を対象とした，本法と加速度センサーを用いた波形図の比較を示す．加速度センサ

ーと比較して本法が明確に亀裂位置と杭先端部位置を検知できていることが分かる． 

(3)本法の概要  

本法は発振（トリガー）に従来衝撃弾性波法と同じ衝撃波を用いるが，高周波成分を多く発生するために

高硬度の鋼製ハンマーを用いる．また，受振（受振子）には共振周波数が高周波数範囲にある圧電センサー

を用いる．圧電センサーにより入力した波形はフィルターをかけることにより，亀裂で最も卓越した反射波

を受振することができる．高周波数成分を用いた衝撃弾性波法である．従来の衝撃弾性波法と超音波法の特 

 

 キーワード 非破壊試験，衝撃弾性波法，IT 試験，基礎杭調査，地震被害調査，構造物損傷度調査 

 連絡先 〒882-0856 宮崎県延岡市出北 1-26-26 ㈱第一テクノコンサルタンツ TEL0982-34-2411 FAX0982-34-2527 
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徴を併せ持ったコンクリート内部の亀裂等を調査する非破壊調査法である．材料内を伝播する弾性波（応力

波）の持つ「周波数選択特性」及び高周波数の高い指向性を利用した技術である． 

(4) 既存技術との比較 

 本法と他の調査方法との対比を表-1 に示す． 

(5) 本法の構成 

調査に必要な機器は，小型受信センサー（φ1cm，高さ 4cm），手ハンマー及びポータブル計測器

（35cm*22cm*10cm，重量 2.5kg）に構成される．発信側に従来の衝撃弾性波法と同じハンマーによる打撃を

用い，受信側には高周波数域の共振周波数をもつ圧電センサーを用いている（写真-1）．このシステムにより

高い指向性と明確な振幅の反射波形を得ることができる 1）．たとえば，フーチングまたは橋台の天端に測点

を設け調査を行った場合，その下の基礎杭の亀裂など損傷位置（深度）を，得られた反射波の伝播時間（⊿t

（ms））および弾性波速度（Vp（km/sec））から検知することが可能となる（図-2）2）．   

(6)本法の効果 

①調査対象はコンクリート，鋼材等土木構造物のほか岩盤，転石である．②構造物の大きさ等の形状寸法

調査及び微細な亀裂（亀裂幅 0.2 ミリ以上）を検知する損傷度調査も可能である．③調査可能な深度はコン

クリート構造物の場合，0.6ｍ～100ｍであり，鋼材は 160ｍの実績がある．④調査機器の設置が容易なため

広範囲の調査ポイントを短時間で調査が可能となる． 

５．適用範囲および調査事例 

調査対象によって３つのカテゴリー（コンクリート構造物，鋼構造物，転石・岩盤）に分かれ，また，調

査目的によって２つのカテゴリー（形状寸法（深度）調査，損傷度調査）に分類される． 

(1)適用現場調査結果その１  

 熊本地震で被害を受けた建物基礎杭 PHC 杭φ600 深度 25.6ｍ（杭長 24.3ｍ+フーチング高さ 1.3ｍ）の損傷

状態を，高周波衝撃弾性波法を用いて調査した．測点は対象杭のほぼ真上のフーチング天端に設け調査した．

調査の結果，杭先端部，複数の損傷（亀裂）およびフーチング下端と推測する反射波を得ることができた．

その後，杭頭付近を掘削して目視で杭の損傷を確認した．その結果，フーチング下端と杭頭部接合部分の損

傷および杭頭付近（フーチング下端から深度 1.0ｍ）の縦方向の亀裂（長さ 0.6ｍ，開口幅 1㎝，段差 1㎝）

が確認できた．本調査結果の反射波の深度とほぼ一致することが分かった．図-3 の杭断面図に掘削で確認さ

れた損傷位置と本調査法の反射波の位置を示す．また，図-4 に得られた波形図を示す．写真-2 に掘削した杭

の状態を示す． 

(2)適用現場調査結果その２  

同じく地震被害を受けた橋梁橋台の深礎杭φ2000 深度 12.9ｍ（杭長 11.0ｍ+フーチング高さ 1.9ｍ）の損

傷状態を，高周波衝撃弾性波法を用いて調査した．測点は対象杭のほぼ真上のフーチング天端に，対角する

位置に２点設けた（測点 No.3，No.4）．調査の結果，杭先端部および複数の損傷（亀裂）と推測する反射波

を得ることができた．その後，調査杭を対象にしたボーリングボアホールカメラ調査の結果と比較する機会

が得られた．図-5 に橋台基礎杭断面図に得られた反射波位置と深度を示す．表-2はボアホールカメラ結果亀

裂位置（深度 A）と反射波深度 B の比較を示した．表中に，ボアホールカメラ結果の亀裂箇所とこれに対応

した（合致した）反射波箇所の数と検知率 71.4％を，また，両者の誤差（B/A）0.91～1.10 であった． 

(3)考察 

 上述の適用現場その１では亀裂開口幅が大きく（1 ㎝）縦方向のせん断破壊である．また，適用現場その

２は亀裂開口幅 0.3 ㎜程度である．これらの損傷の程度，形態が異なるケースにおいて高周波衝撃弾性波法

はそれぞれ概ね損傷を検知できたと考える． 
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図-1 加速度センサーと本法の波形図の比較 

 

 

 

表-1 既存非破壊調査方法との比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

JCD2021年次発表会報文集

-4 -



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 1 本法の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 調査方法概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 掘削亀裂位置と反射波位置比較断面図 

写真-2 杭頭付近の損傷状態・拡大写真 
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図-4 建物基礎杭の波形図 

図-5 橋台基礎杭反射波位置断面図 

表 2 ボアホールカメラ結果との比較 

損傷①反射波(2.20ms) 

損傷②反射波(1.24ms) 

フーチング下端反射波(0.72ms) 

ボアホール
カメラ結果

亀裂位置
※1

高周波衝撃弾
性波法結果亀

裂位置
※1

高周波衝撃弾
性波法結果亀

裂位置
※1

誤差B/A

測点No.3 測点No.4

A(m) B(m) B(m)

2.80 3.07 1.10

3.62 3.82

4.53 4.60

5.58

6.80 6.17 0.91

7.35 7.60 7.46 1.01

7.95 7.82 0.98

8.75 8.68

9.25

9.95 10.05 10.06 1.01

10.90

亀裂箇所数C 検知率(D/C)

7 71.4%

設計値 No.3調査結果 No.4調査結果 平均誤差

12.90 12.89 13.06 0.6%

杭先端部反射波深度

A2橋台

車道側基礎杭φ2000深礎杭　L=11.0ｍ+フーチング高さ=12.9ｍ

※1：フーチング天端からの深度を表す

検知箇所数D

5
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６．おわりに 

 地震被害はこれまで経験したものと規模，形態が異なるケースが多かった．今後の研究すべき課題がある．

また，橋梁の橋台，橋脚の形状調査も含め適用範囲，精度の向上に努めたい． 

参考文献 
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号/Ⅵ-27， pp.143～153，2001 年 6 月． 

2) 財団法人先端建設技術センター：オーリス(非破壊探査システム)，先端建設技術・技術審査証明報告書(審

査証明依頼者：青木あすなろ建設㈱)，1997 年 3 月 17 日．  
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CPJ-L

CPJ-L Latex Modified Compact Jet
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https://kozobutsu-hozen-journal.net/walks/detail.php?id=312
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ＪＣＤ２０２１年次発表会 

 

令和 ３年１１月１２日 

コンクリート補修補強関連工事への粘着テープせこたんTMシリーズの適用について 

 

法人 ニチバン株式会社 〇市村 周二 

                          法人 ニチバン株式会社  大場 春樹 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

キーワード：リニューアル，施工技術，ひび割れ，補修・補強（材料）  

連絡先：ニチバン株式会社製品開発部  東京都文京区関口2-3-3 TEL：03-5978-5653 FAX：03-5978-5630 

（要旨）せこたん TMに関しては、「ひび割れ補修の注入工事を対象にシールテープを目止め用途に

適用する」といこうとで、これまでにコンクリート診断士会主催の発表の場で機会を頂いて報告し

ているが、今回はシリーズ、ラインナップ化について報告する。ニチバン㈱では、粘着技術を用い

た材料で、現行工法の施工時間を短縮したり、品質向上によって補修が必要となるまでの期間を延

ばしたりすることで、ライフサイクル全体での施工時間を短くすることを狙った材料という位置付

けで、「せこたん TM」シリーズ製品の開発を行い、ラインナップ化を進めている。今回は、前述の

目止め用シールテープと手動式低圧注入を組み合わせたひび割れ補修注入工法について NETIS へ

の登録が完了した話題、及び、第 2 弾として開発を進めている「連続繊維補強工法の養生マスクへ

の適用」、格子貼り工法において連続繊維シート非貼付の窓部の養生マスクを積層養生テープで行う

新工法についても紹介、報告する。 

 

第１弾：ひび割れ注入工法の目止めシールへの適用  

第１弾：ひび割れ注入工法の目止めシールへの適用  第１弾：ひび割れ注入工法の目止めシールへの適用  

粘着テープせこたん TMシリーズ 

JCD2021年次発表会報文集

-14 -



ＪＣＤ２０２１年次発表会 
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第２弾：連続繊維補強工法の養生マスクへの適用 第２弾：連続繊維補強工法の養生マスクへの適用 
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第２弾：連続繊維補強工法の養生マスクへの適用 第２弾：連続繊維補強工法の養生マスクへの適用 
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第２弾：連続繊維補強工法の養生マスクへの適用 粘着テープせこたん TMシリーズ 
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ICTを活用した曲面形状のコンクリート構造物（固定堰）の改修事例 
 

石川 診断士会：真柄建設(株) ○菊川 雅司 
真柄建設(株)  本田 忠大 

 
１．はじめに 

建設生産プロセスにおける生産性向上を目指す「i-Construction」の施策の一つであるICT（情報通信技術

（Information and Communication Technology））をコンクリート構造物改修工事に活用した取組を紹介する。  
その一施工事例として，劣化が進行した頭首工固定堰の表面を精度良くはつり，作業効率や質の大幅な向

上を確保した施工事例（ICT建機活用）を紹介する。 
 
２．頭首工改修工事の概要 

本工事は，国営加治川農業水利事業等により造成され

た農業水利施設のうち，老朽化が進行している加治川右

岸頭首工を改修するものである。本施設は築造から50年
以上経過し，堰全長77.6m，右岸側に可動堰34.0m，左岸

側に固定堰43.6mからなるフローティングタイプ複合堰

（直接基礎）である。本工事では，河川幅約78mの加治

川を半川仮締切りにより可動堰および固定堰を改修す

る。1期工事では左岸の固定堰の改修，2期工事では右岸

の可動堰の更新工事を行うものである（写真-1） 
 
３．ICT建機導入の背景 

３－１． 固定堰改修の概要 

既設固定堰（無筋コンクリート：面積658㎡）は，長年の供用により摩耗が著しく，粗骨材が露出してお

り，一部に欠損等も見られることから，耐摩耗工法である超高強度繊維補強パネル工法が採用された。この

工法は，既設コンクリート表面を平滑に7cmまではつり取った上に，厚さ5cmの超高強度パネルを設置し，そ

の後，高強度パネルと既設はつり面との空隙（2cm）にグラウトを充填する工法である（写真-2）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
キーワード：頭首工改修，固定堰，補修，摩耗対策，表面はつり，ICT，高強度パネル，ツインヘッダ 
連絡先：石川県金沢市彦三町1-13-43 TEL：076-231-8011 FAX：076-231-8005 

写真-1 頭首工改修工事全景 

施工前 施工後 

写真-2 固定堰 施工前と高強度パネル施工後 

JCD2021年次発表会報文集

-25 -



                                                             ＪＣＤ２０２１年次発表会 

2021-2 
 

３－２．改修工事における課題 

既設固定堰は曲面形状であり，工事着手後の検測の結果，摩耗や欠損が顕著であったことから，築造当時

の曲面形状と大きく異なっていることが判明し（図-1），全貌を把握するには，半川締切り後において周囲

の土砂を撤去する必要があった。 
特に，既設固定堰が曲面形状であることから，はつり作業の出来形精度の確保と効果的な出来形管理手法

の確立が必要であり，従来の工法では人力によるはつり作業となり，工程遅延，騒音問題，深掘り（高強度

パネルの設置精度低下の要因となる）やグラウト注入量の増大，測量や丁張り設置における人員・時間の増

大が懸念された。 
そこで，コンクリート構造物である固定堰のはつり工にICT建機を活用し，機械化による作業の効率化，

施工精度の向上及び施工環境の改善を図ることとした。 
ICT建機の主な活用内容を以下に示す。 
①レーザースキャナによる既設固定堰3次元データの計測およびモデル化により，摩耗・欠損が顕著な既設

形状に応じた最適な設計を立案 
②打撃で深堀りを伴う人力はつり作業でしか対応できなかった（表面はつり工）に，自動制御によりコン

クリート表面を削り取る機能のICT建機を採用 
③レーザースキャナによる出来形検測と3次元データの活用により検査を省力化 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４．ICT建機を活用した改修施工 

４－１． 地上レーザースキャナを活用した既設構造物の計測および最適な修正設計 

既設固定堰は曲線形状であり，摩耗が顕著で

表面に凹凸が多く見られたため，最適となる補

強形状を決定するには，構造物の形状を正確に

把握する必要があった。そこで、短時間かつ正

確に検測でき，どの方向や位置からでも断面図

の作成が可能な地上レーザースキャナを採用

し，レーザースキャナ点群データをもとに，現

況に最も近く，はつり量の少ない，最も安価で

最適な補強形状の修正設計を実現した。図-2に
計測した点群データを示す。 
 

図-1 固定堰形状概要図 

図-2 レーザースキャナ点群イメージ図 
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４－２．ICT建機を活用した無筋コンクリート構造物表面はつり取り 

修正設計形状をもとに図-3に示す３次元設

計データを作成した。このデータによりICT建
機を制御，アタッチメント先端の3次元座標を

衛星測位システム（GNSS）で制御することで

設計面の出来形を管理した（写真-3）。ICT建
機によるはつり作業は，「セミオート3Dマシ

ンコントロール油圧ショベル（以後，3DMC
と表記）」にコンクリート表面はつり用にア

タッチメント「ツインヘッダ」（写真-4）を

装備して施工した。ツインヘッダは，切削方                            

式であるため低騒音・低振動であり，また，ドラム回転による大きな切削能力で切削面も平滑に仕上げるこ

とができる。3DMCには自動停止（設計面でアタッチメント先端が自動停止）および自動整地アシスト（設

計面を深掘りしないようアームが設計面に沿って動く）の2つの特徴がある。これにより重機オペレーター

は，建機の運転席内に設置された表示画面（写真-5）を確認しながら操作するだけで，アタッチメント先端

が設計面に達するとICT建機が自動制御されることにより深掘りが抑制され，精度の向上を実現するととも

に，曲線部の丁張り設置や検測も必要なく施工期間を短縮することができた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3DMCは土工事の通常バケットによる現 
行システムを使用した。建機寸法について

は，通常バケットでは所定の方法でバケット

幅・輪郭点等を計測し入力する。本工事で

は，ツインヘッダを使用するため，仮想輪郭

として図-4のように，最も突出しているビッ

ト部をバケット底と仮定し，長方形の法面バ

ケットとしてシステムに認識させた。 
精度管理は，あらかじめ設置した基準点 

において3DMCの座標確認を行う。GNSSは 
衛星の捕捉数および位置等からTS測量と比 
較し精度が劣るため，2時間ごとに既知点を 
GNSS受信機（RTKローバー）で計測しTS測量との整合を確認，削り取り深さや進行に合わせ，緻密にICT建
機における衛星測位の誤差補正を行い，精度向上を実現した。 

図-3 ICT建機入力用3次元設計データ 

写真-3 ICT建機による固定堰はつり状況 写真-4 ツインヘッダ 写真-5 運転席内表示画面 

図-4 ICT建機入力用 仮想輪郭 

通常バケット輪郭 ツインヘッダ仮想輪郭 
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５．施工後の精度検証 

本取組では，地上レーザースキャナを採用した現況形状の高精度計測により最も安価で最適な補強形状の

修正設計を実現した。 
施工後，レーザースキャナを使って精度検証を行った結果，施工前後の計測結果から不陸を除いた平均は

つり厚は，設計値の70mmに対して，出来形は78.5mmとなり，施工における精度は8.5mmとなった。また，

平坦部と曲線部に分けて検証したところ，平坦部は7.5mm，曲線部は11.2mmとなった。これらの値は，公表

されている，土工事におけるICT建機精度±30mmと比較しても非常に高い精度であった。はつり施工は，設

計値の70mm以上はつり取る必要があることから，出来高不足とならないように深掘りになる傾向があり，ま

た，既設コンクリートの粗骨材寸法が40mmであることから，粗骨材のはつり取れによる深掘りになることが

多い。このことから，グラウト注入量増大による経済性が低下する事例が多い。 
既設コンクリートはつり施工においては，従来の工法では42日想定であったが，ICT建機施工により20日

で完了し，生産性向上・効率性について確認できた。 
以上のことから，当施工において「レーザースキャナ」，「3DMC」や「ツインヘッダ」のコンクリート

はつり作業への活用は，精度，施工性ともに有効であることが確認できた。 
 
６．おわりに 

ICT施工技術の活用は，従来、高い出来形精度を必要としない土工・舗装・浚渫・地盤改良で行われてい

る。本取組により，高い精度を要求されるコンクリート構造物改修工事においてICT施工技術を活用したこ

とは極めて珍しい事例であったが，非常に効果的であったことが確認された。これにより，今後のICT施工

技術のインフラメンテナンス分野での飛躍的な活用が期待される。 
 
謝辞 当施工は，加治川二期農業水利事業所の皆様の協力で実施したとともに，第４回「インフラメンテナ

ンス大賞」農林水産大臣賞を受賞することができた。ここに記して感謝の意を表する。 
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ASR劣化橋梁の補修設計総括（見内橋補修工事後の現状報告） 
 

鳥取県 株式会社 和幸設計 奥村 智洋 

 

 １．はじめに 

本橋見内橋は、鳥取県八頭郡若桜町の八東川に架かる橋梁で、橋長 63m の 2径間単純 PC下路桁橋である。

昭和 55 年の竣工から約 41 年経過している。 

見内橋は，上部工・下部工ともにアルカリ骨材反応（以下、ＡＳＲと称する）によるものと思われるひび

割れが竣工後 4年経過した頃から確認され始め，一部では幅 7㎜以上の大きな開口も見られた。また、広範

囲の浮きや破断した鉄筋の露出なども見られたため，平成 18 年度に詳細調査・補修設計が実施され,平成 20

年度に補修工事が実施された。詳細調査の内容は,第 1回業務体験発表で報告している。 

今回報文は、補修工事後 13 年経過するにあたり、①補修前の状況,②補修工法,③補修工事後 13 年の現状

状況報告と補修設計の妥当性について総括し、今後の ASR 補修設計の参考にして頂くものである。 

 ２.補修前の状況 

架橋位置は，鳥取県南東部に位置する山間地内の谷間部である。県境に近く谷が深いため全体的に日照

時間が少なく，冬季は積雪が1ｍ以上となることもまれでなく，凍結融解の劣化環境が顕著な地域である。 

2.1 架橋位置：鳥取県八頭郡若桜町地内 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2 構造概要 

右岸側に民家が近接しているため,民家への進入勾配の影響を低減する目的で,下路橋構造（主桁が床版の

上に露出している構造）が選定されたものと推察される。そのため,主桁に直接雨水が供給される環境とな

り,ASR の劣化が促進されたものと推察された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

見内橋（鳥取県八頭郡若桜町） 
  

鳥取県庁 
  

国道 29 号線 

写真 2.1.1 見内橋劣化状況 
図 2.1.1 位置図 

図 2.2.1 見内橋概要図 
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写真 2.3.2 R 側桁部内側の状況 

2.3 劣化状況 

1） 外観状況 

・上部工の桁部には橋軸方向に伸展するひび割れが多数発生していた。とくに，天端面のひび割れは幅

が大きく，ほとんどが 1mm 以上で最大 7mm に達するものもあった。また，内面はゲルと思われる白色

の析出物が著しく，とくに A1～P1 では L側・R側ともに天端付近から地覆部までが覆われていた。 

・桁部には，上縁側を中心に広範囲の浮きもあり，A1～P1 径間では L側・R側ともにほぼ全体で内面の

1/3～1/2 の範囲が浮いていた。 

・P1 周辺の外観変状は著しく，一部では割れた箇所から破断した鉄筋が露出していた。また、R側の天

端付近では盛り上がるような変形も見られた。 

・桁部外面のひび割れの幅は天端面と比較すると小さく，白色析出物も軽微であったが，A1～P1 の下縁

には広範囲の浮きが見られた。また、P1 付近下縁の割れからは破断鉄筋が露出していた。 

・A2 橋台は，幅 1mm 以上のひび割れが多数発生していた。とくに打ち継ぎ部に発生した水平方向の割

れは開きが大きく，最大 7.5mm に達していた。 

・P1 橋脚は全面にわたって多数のひび割れが発生しており，梁部中央には水が滲出している箇所も見

られた。梁部の端面および下面には，L 側・R 側ともに広範囲の浮きがあり，また下縁の隅角部には

下縁に沿って伸展する大きな割れが生じていた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 2.3.3 R 側桁部内側の状況 

写真 2.3.5 L 側桁部外側の状況 
（P1 近傍、破断鉄筋の露出） 

写真 2.3.4 L 側桁部内側の状況 
（破断鉄筋の露出） 

  

写真 2.3.6 橋脚梁部 R側下面 

写真 2.3.1 L 側桁部内側の状況 

JCD2021年次発表会報文集

-30 -



JCD２０２１年次発表会 

2） 再劣化の可能性と補修設計を採用した理由 

・上部工でコンクリートコアを 3 本採取し,「JCI-DD2 法による促進膨張率試験」を実施した。その結

果、水の供給があれば再劣化の可能性が高いと想定された。 

・補修及び撤去・再構築の検討の結果，補修が撤去・再構築に比べ 50%の工事費となった。 

・静的載荷試験及び逆解析の結果，耐荷力を確認した。 

・上記から，止水を伴う補修により今後の供用が可能と判断し，補修設計を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３.補修工法 

3.1 上部工 

補修は劣化部位に合わせて，下記のⅠ～Ⅳタイプとした。 
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* 下面全面(桁下縁の断

面復旧部を除く) 

L字鉄筋(D19)のﾌﾚｱ溶接 
* 折曲部に破断が発生して 

いた場合に実施 

L 字鉄筋(D19)のﾌﾚｱ溶接 
* 折曲部に破断が発生して 
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L 字鉄筋(D19)のﾌﾚｱ溶接 
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図 3.1.2 補修タイプⅠ 図 3.1.3 補修タイプⅡ 
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図 3.1.1 補修タイプ平面図 
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3.2 橋脚 

  橋脚は，「耐震補強も兼ねた‘PC鋼材を巻きたてる工法’」とした。 

 

 

 

 

４.現在（令和３年１０月；補修１３年後）の状況と補修設計総括 

 下記の現状写真から表面被覆材の汚れはあるものの，耐久性の低下に繋がる劣化は軽微であると評価して

いる。よって，補修による延命化の選択と補修設計工法は懸命であったと考えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1.4 補修タイプⅢ 

図 3.1.5 補修タイプⅣ 

図 3.2.1 PC 鋼材を巻きたてる工法断面図 写真 3.2.1 橋脚補修工事完了

写真 4.1 右岸側橋面状況(被覆材の汚れ) 写真 4.2 上流側側面状況 

写真 4.4 橋脚の現在の状況 写真 4.3 橋脚上主桁目地止水状況 

JCD2021年次発表会報文集

-32 -



JCD２０２１年次発表会 

５．おわりに 

現状の知見では，ＡＳＲの進行を完全に阻止することはできないため，定期的に維持管理していくこと

が必要であると考える。最後に，維持管理の重要性に御理解を頂き，本報文の発表にご尽力を頂いた，鳥取

県若桜町の方々及び株式会社ウエスコ関係者の方々に紙面をおかりして感謝致します。 

 

キーワード：ＡＳＲ補修設計，再劣化，静的載荷試験，逆解析，促進膨張率試験 
連絡先：鳥取県鳥取市湖山町南5丁目130番地 TEL：080-7833-6113  
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非破壊検査法によるグラウト充填調査 

 

ＮＰＯ法人大分県コンクリート診断士会   

株式会社 冨士設計 森山 繁行      

 

１． はじめに 

 本業務は昭和 55年に施工された橋梁において、

過年度点検業務でＡ２橋台側のＧ５桁ウエブ側面

に、主ケーブルのグラウト充填不良を示唆するひび

割れ（補修・補強材の損傷）が確認された。そのた

め、非破壊検査技術を活用した当該箇所の主ケーブ

ルのグラウト充填度調査を実施したので、その概要

を報告する。 

 

２． 既設橋梁の概要 

 既設橋梁の概要は、以下に示すとおりである。 

・橋 長：65.00ｍ 

・有 効 幅 員：2.0ｍ（歩道）＋7.25ｍ(車道) 

・上部工形式：PC2 径間単純ポステン T桁橋 

・下部工形式：控え壁式橋台２基、T 型橋脚 

・基礎工形式：直接基礎 

・竣 工 年：昭和 55 年（1980 年） 

・補 修 履 歴：耐震補強・一般補修済み 

 

 

３． 損傷の概要 

 (1)損傷状況 

  損傷状況は、写真 3-1･3-2 に示すように主ケー 

 

 

 

ブルに沿った0.3～0.5mm幅のひび割れや伸縮継手か

らの漏水跡が橋台前面に確認された。 

 (2)コンクリート品質結果 

 コンクリートの品質試験は、主桁に対して中性

化試験・塩分含有量試験・走査型電子顕微鏡観察

（SEM-EDS）・残存膨張量試験（カナダ法）を実施

した。 

1) 中性化試験結果 

試験結果は表 3-1 に示すとおりで、中性

化残り 19.4mm、中性化残りが 10mm に達す

るまでののべ年数 88 年、現在からの年数

55 年で供用期間中に劣化進行の恐れはな

い。 

 

2) 塩分含有量試験結果 

試験結果は図 3-1 に示すとおりで、鉄筋

位置の塩分量が約 1.4kg/m3 と若干多い

が、中性化に伴い濃縮されたと推測され

る。躯体内部は腐食発生限界 1.2kg/m3 よ

り小さく、表面被覆対策が行われているた

め、供用期間中に劣化進行の恐れはない。 

 

 

 

 

 

 

 

3) アルカリシリカ反応試験結果 

試験結果は、SEM 観察により骨材に反応

リムや滲出物が認められた。滲出物は ASR 

 

 

写真 2-1 橋面状況 写真 2-2 側面状況 

写真 3-1 G5 ウエブ 写真 3-2 G5 下フランジ 

キーワード：非破壊検査、グラウト充填調査、中性化試験、塩分含有量試験、アルカリシリカ反応試験 

連絡先：大分県大分市大字羽田 930 番地 1 TEL097-574-5318 FAX097-574-5313 

表 3-1 中性化試験結果 

最外鉄筋
純かぶり

中性化残り 中性化速度係数
中性化残りが

10mmに達するま
でののべ年数

現在からの年数

(mm) (mm) (年） (年）

C-1 36.0 19.4 2.767 88 52

試料番号

図 3-1 塩分含有量試験結果 
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生成物の典型的な形態（ゼリー状）を呈

し、Si（ケイ素）を主成分とし、Na・K・Ca

を含んでいることが判明した。その形態と

成分から、滲出物は ASR により生成したゲ

ルであり、ASR が発生していると考えられ

る。また、残存膨張量試験結果から、「潜在

的に有害な膨張率」と判定され、今後の進

行も考えられる。 

 

４． グラウト充填調査 

(1) 調査概要 

主桁のひび割れの原因として、PC鋼材のグラウ

ト充填不良が考えられたため、インパクトエコー

法及び削孔・CCD カメラによる調査を実施した。 

(2) インパクトエコー法 

   インパクトエコー法は、部材表面から打撃など

によって弾性波を入力し、その共振現象の周波数

を高感度変位センサー及び波形収録機で測定・解

析することにより、PC 鋼材のグラウト充填状況を

調査する手法である。 

 インパクトエコー法によるグラウト充填調査は

これを利用したもので、シース内にグラウトが充

填されている場合は、部材厚の 2 倍に相当する周

波数帯にピークが現れるが、シース内にグラウト

充填不良による空隙があると、図 4-1 に示すとお

り部材表面とシース表面の間でエコーが生じるた

めシースのかぶりの2倍に相当する周波数帯にも

ピークが現れる。このことから、測定波形の周波

数スペクトルにおいて、かぶりのエコーに相当す

る周波数にピークがあればグラウト充填不良があ

ると判断できる。  

 

 

 

(3) 評価方法 

評価方法は、①コンクリートの版厚からピーク

が見られる周波数を算定、②その周波数から伝播

速度を算定、③伝播速度とシースまでのかぶり深

さから充填不良の場合のピーク周波数を算定し、

グラウト充填不良を評価する基準を作成する。

（図 4-2～4-5 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-1 周波数帯とピーク 

キーワード：インパクトエコー、弾性波、周波数帯、伝播速度、グラウト充填度評価基準 

連絡先：大分県大分市大字羽田 930 番地 1 TEL097-574-5318 FAX097-574-5313 

図 4-2 伝播速度の測定波形（版厚 400mm）

図 4-3 グラウト評価周波数帯（ｼｰｽかぶり 150mm） 

Vp=ft×2T=4.8×2×400=3840m/s 

Ft=Vp/2T=3840/(2×150)=12.8Hz 

図 4-4 グラウト充填度の評価基準 
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(4) 調査位置 

調査位置は、品質試験と同じく、図 4-6 に示

す補修・補強材の損傷やひびわれが生じている

第 2 径間 G5 桁とし、上縁定着ケーブルを対象

とした。  

 

 

 

(5) 調査結果 

調査の結果は表 4-1 及び図 4-7～4-13 に示

すとおりで、調査した 8 箇所に対して、「充填

（〇）3箇所」、「充填不良の可能性があり（△）

4 箇所」、「充填不良（×）0 箇所」、「評価不可

能 1 箇所」となった。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-5 インパクトエコ－法による評

価とグラウト充填度 

図 4-6 調査位置 

キーワード：インパクトエコー法による評価とグラウト充填度、IE波形データ 

連絡先：大分県大分市大字羽田 930 番地 1 TEL097-574-5318 FAX097-574-5313 

表 4-1 インパクトエコー調査結果 

図 4-7 IE 波形データ（C1U（上）） 結果→〇 

図 4-8 IE 波形データ（C2U（上）） 結果→△ 

図 4-9 IE 波形データ（C2L(下）） 結果→△ 
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(6) CCD カメラ調査結果 

インパクトエコー法の調査結果の検証と PC

鋼材の腐食程度を確認するため、CCD カメラに

よる削孔調査を行った。調査箇所は、C4 上下縁

と C5 ケーブル上縁の 3 箇所を実施した。結果

は、充填（〇）1 箇所、充填不良（空隙大）2 箇

所となり、インパクトエコーと同様の結果とな

った。また、PC鋼材の腐食も確認されなかった。 

 

５． 損傷原因の推定及び補修方針 

(1) 損傷原因の推定 

 今回のインパクトエコーによる調査結果では、グ

ラウト充填不良と判定されるケーブルが 5 割以上

であることが確認された。ただし、充填不良はケー

ブル全長に渡ってではなく、曲げ上げ部付近から定

着部にかけて生じていると推測され、C1・C3 など

定着部付近まで充填されているものもある。充填不

良と判定される箇所に必ずしもひび割れが見られる

分けでもないため、ひび割れの主原因はグラウト充

填不良ではなく前述したＡＳＲによるものと考えら

れる。また、ＣＣＤカメラ調査の結果、充填不良箇

所においてもＰＣ鋼材に腐食はなく、外観上の耐荷

力不足に起因する曲げひび割れも見られないため、

プレストレスの減少もないとした。 

(2) 補修方針 

 現時点ではグラウト再充填は不要であり、ＡＳＲ

抑制策として顕在化したひび割れに対する補修や

伸縮装置の取り替えを行えば問題はないとした。  

 

６． おわりに 

主ケーブルのグラウト調査として外にＸ線透過法が

あるが、時間・部材限界厚・放射線管理区域などの問

題があり、非破壊検査技術として必ずしも有効な手法

とは言えない。一方で、今回のようにインパクトエコ

ー法はＸ線透過法に比べ、費用対効果に優れ、健全性

を評価する上で目安となる結果が得られことから、有

効な非破壊検査技術として今後の活用が期待できる。

ただし、事例がまだまだ少ないことから、実績を増や

していき身近な調査手法として広めていきたい。 

 

 

 

キーワード：ＣＣＤカメラ、、損傷原因、Ｘ線透過法 

連絡先：大分県大分市大字羽田 930 番地 1 TEL097-574-5318 FAX097-574-5313 

図 4-10 IE 波形データ（C3U（上）） 結果→〇 

図 4-11 IE 波形データ（C4L（下）） 結果→〇 

図 4-12 IE 波形データ（C4U（上）） 結果→△ 

図 4-13 IE 波形データ（C5L（下）） 結果→△ 
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ＪＣＤ２０２１年次発表会 

新幹線高架橋におけるプレキャスト化事例

福井 （株）道端組 ○山口 訓久

（株）道端組  永山 俊守

（株）道端組  根守 信 

（株）道端組  堂下 泰宏

キーワード：鉄道、新材料・新工法（構造）、プレキャストコンクリート、付着・定着・継手

連絡先：福井県福井市長本町209 TEL：0776-54-0993 FAX：0776-53-8376 

現在建設中である北陸新幹線（金沢～敦賀間）のうち、福井県内において採用された、鉄道高架

橋のプレキャスト化工法について 2 つの事例を紹介する。［ ①LRV 工法－大林・名工・道端 JV ②

SPER 工法－三井住友・極東興和・道端 JV ］ また、鉄道運輸機構から配布された「北陸新幹線

におけるコンクリート構造物補修【解説版】」をもとに、新幹線工事におけるコンクリート補修の現

状と、コンクリートの品質確保の難しさについて報告する。

最後に 今冬の大雪時、工事に従事する JV 職員や職人たちが一体となり、高架橋上から雪下ろし

をしている風景を一例に、地元建設業者の視点から建設業の本質的な姿や若手職員の遣り甲斐・喜

びについて、発表するものである。
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ＪＣＤ２０２１年次発表会 
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ＪＣＤ２０２１年次発表会 

工法関連リンク LRV工法 https://www.obayashi.co.jp/thinking/detail/project68.html 

SPER工法 https://www.smcon.co.jp/service/sper/ 
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ＪＣＤ２０２１年次発表会 

 

JCI年次大会「コンクリート構造物診断セミナー」についての報告  

 

東海 エバーストラクション株式会社 竹内 祥一 

 

 

 

 

キーワード：維持管理，診断技術，AI，ドローン，DX 

連絡先：愛知県清須市阿原池之表153  TEL：052-943-7856 FAX：052-934-7857 

                           

 

  

 

  

 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

  

                  

             

             

             

             

             

             

             

            

            

            

             

             

             

             

             

             

             

           

今年 7 月 7 日開催の JCI 年次大会にてはじめて開催された｢コンクリート構造物診断セミナー｣に

て発表した“コンクリート構造物の維持管理の近未来像～我々技術者はどのように働くか～「技術

者像，人材育成」”について報告します。 

 技術者像と人材育成についてコンクリート構造物の維持管理に携わる技術者として一般社団法人

日本コンクリート診断士会の会員にアンケート調査を行いました。アンケートは 311 名からご回答

頂きました。ありがとうございました。 

カテゴリー別の回答数は以下の通りです。 
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ＪＣＤ２０２１年次発表会 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

キーワード：診断技術，維持管理，AI，ドローン，DX 

連絡先：愛知県清須市阿原池之表153  TEL：052-943-7856 FAX：052-934-7857 

1．技術者像 

テーマである近未来像とこれからの働き方を念頭に考えました。 

技術者像は、時代と共に変わっているのか？変わっていくのか？ 

コンクリート構造物の維持管理を行う技術者の育成に限定して検討しました。 

質の変化、量の変化、手段の変化、これからの技術者はどうあるべきか！ 

9 つの質問にご回答頂きました。 

質問 5.あなたが技術者として一番重要だと

感じているものは何ですか  

 

質問 6.あなたの業務においてこの 20 年間

で情報量は変わりましたか 
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ＪＣＤ２０２１年次発表会 

 

 

 

 

キーワード：診断技術，維持管理，AI，ドローン，DX 

連絡先：愛知県清須市阿原池之表153  TEL：052-943-7856 FAX：052-934-7857 

質問 7.あなたの業務においてこの 20 年

間で業務量は変わりましたか 

 

質問 8.あなたの業務においてこの 20 年

間で新技術の導入量は変わりましたか 

 
質問 9.この 20 年間で日本の技術レベル

は変わったと思いますか 

 

質問 10.この 20 年間であなたの身近に居

る技術者の技術レベルは変わりましたか 

 

質問 11. あなたは技術者としてこの先一

番不安に感じることは何ですか 

 

人材不足
61%

予算不足
7%

技術

力の

低下
16%

環境

問題
3%

新技術導入

による仕事

の減少
0%

AIやドローン、DX等の新技術導入

による急激な仕事のやり方の変化
11% その他

2%

全体

質問 12. あなたは技術者としてこの先一

番期待することは何ですか  

 

工事・業務発注

量の増加
12%

働き方改革等

による労働時

間の是正
17%

工事・業務発注

の平準化
26%

AIやドローン、DX等

の新技術導入による

仕事の効率化
39%

その他
6%

全体
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ＪＣＤ２０２１年次発表会 

 

 

 

1．技術者像のまとめ 

技術者として一番重要だと感じているものは「専門的知識」が36％、「問題解決」が31％とな

った。「情報量」、「業務量」、「新技術の導入量」は何れも増えたと感じているようである。

「日本の技術レベル」は61％、「身近に居る技術者のレベル」は39％が上がったとの感想、日本

の技術レベルと技術者個人レベルでは差があった。この先一番不安に感じることは「人材不足」

が61％以上、この先一番期待することは「AIやドローン、DX等の新技術導入による仕事の効率

化」が39％、「工事・業務発注の平準化」が26％になった。この先一番やらなければならないと

思うことは「人材の確保と育成」が69％となった。 

技術者の仕事は専門家としての知識と経験を使って問題を解決することであり、喫緊の課題で

ある人口減少に対して技術者一人一人に負担が掛からないように効率化と平準化を進める必要が

ある。何よりも人材の確保と育成が重要であるということ。これからの技術者に求められるスキ

ルは情報の分別と整理をする技術、新しいメディアをいかに使いこなすかということだと感じ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

キーワード：診断技術，維持管理，AI，ドローン，DX 

連絡先：愛知県清須市阿原池之表153  TEL：052-943-7856 FAX：052-934-7857 

質問 13.あなたは技術者としてこの先一番

やらなければならないと思う事は何ですか  
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ＪＣＤ２０２１年次発表会 

 

 

 

 

キーワード：診断技術，維持管理，AI，ドローン，DX 

連絡先：愛知県清須市阿原池之表153  TEL：052-943-7856 FAX：052-934-7857 

2． 人材育成 

「1.技術者像」の内容を念頭に人材育成について考える。 

これまでに我々が受けた指導方法、教育方法はこれからも通用するのか？ 

これからの人材育成はどのように行えば良いのか？ 

コンクリート構造物の維持管理を行う技術者の育成に限定して検討する。 

【課題】 

 ①指導者自身がこれからの人材育成についてしっかりと考えて取り組む必要がある。 

 ②技術者としての将来の夢や希望をどのように伝え、どのようなやりがいを持たせるか。 

 ③AI による教育の検討。 

 人材育成の方法を変えなければ技術者がいなくなる！ 

質問 15．あなたが指導を受けていた時期と

今では業務に対するモチベーションは違い

ますか 

 

質問 16．あなたが指導を受けていた時期と

今では技術者としての向上心は違いますか 

 

質問 17．あなたが過去に受けた教育方法は

これからも通用すると思いますか 

 

質問 18．これからの人材育成で一番の課

題は何ですか 
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ＪＣＤ２０２１年次発表会 

 

2．人材育成のまとめ 

あなたが指導を受けていた時期と今の違いについて、「モチベーションは上がった」が45％

「どちらでもない」が44％、「向上心は上がった」が46％「どちらでもない」が41％となり、ど

ちらも下がったという意見は11～13％程度であった。あなたが過去に受けた教育方法はこれから

も「通用すると思う」が33％、「通用しないと思う」が46％となった。これからの人材育成で一

番の課題は「指導者の育成スキル」が49％と一番多く、「時間」が22％、「目標設定」が17％と

続いた。人材育成にAIを活用することへの期待については「期待する」が58％となった。 

技術者は、もともと意識が高い方とだんだん意識が高まったという方が半数ずつあった。この

業界に入ってから意識が高まった方は、なぜ意識が高まったのか…ということがわかれば人材育

成に役立てることができるかもしれない。また、人材育成については皆さんが同じように悩まれ

ていることなのだと感じ取ることができた。 

コンクリート構造物の維持管理業界の未来が素晴らしいものになっているという具体的なイメ

ージを我々技術者全員が持つことでこれから参入する方々のやりがいを作ることができると感じ

た。未来のために目の前のコンクリート構造物を守る、そのために知識を付け、経験を積み一人

前の技術者になるということ。止まらない人口減少、技術者不足を技術革新で補いコンクリート

構造物の維持管理が持続可能な未来をつくるということだと感じた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

キーワード：診断技術，維持管理，AI，ドローン，DX 

連絡先：愛知県清須市阿原池之表153  TEL：052-943-7856 FAX：052-934-7857 

質問 19．人材育成に AI を活用することに

期待していますか 

 

期待する
58%

期待しない
21%

どちらでもない
21%

全体
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建造後 82 年経過した土木遺産｢旧神戸堰｣のコンクリート 

 

島根県コンクリート診断士会 金村 誠 

 

1．はじめに 

 旧神戸堰は、島根県出雲市を流れる一級河川斐伊川水系神戸川の下流部に、出雲平野西部一帯の農業用取

水堰として、1926(大正 15)年 11 月に着手し 1927(昭和 2)年 6 月に完成した、当時としては珍しい多連アー

チ型鉄筋コンクリート堰である。 

 堰高さ 1.8m のアーチ天端からの水筋の流れも見事であり、｢土木遺産｣にも選ばれたが、斐伊川放水路事業

において、洪水流下時に支障となる旧神戸堰の撤去が必要となり、2010(平成 22)年 6月に撤去され、すぐ下

流に新神戸堰が建設された。 

 旧神戸堰の取り壊しに当たり、歴史的土木遺産の記録の保存のため、竣工当時からのコンクリートである

アーチ堰部の試験を行った結果を、島根県コンクリート診断士会の神戸堰研究会が、当時のコンクリートの

品質および施工技術などの考察を加えて、｢建造後 82 年経過した土木遺産｢神門堰｣のコンクリート報告書｣

として、2013(平成 25)年に冊子として発行した。 

 本報告文は、その概要として報告する。 

2．旧神戸堰の概要 

 旧神戸堰をアーチ構造とした理由は、｢日本取水堰堤

誌｣では河床より 1m程度が礫･砂･泥土が不規則に混交す

る軟弱地盤のため堰の自重を軽くするためと、当時のセ

メントが高価でありセメント使用量を少なくするためと

言われている。 

 旧神戸堰は、落差が 1.8m と大きく、洪水により特に水

叩きの損傷が大きかったため複数回の改修が行われ、建

設当初から変わらない部分はアーチ部のみであり、コン

クリートの試験は、このアーチ部より採取したコアで実施した。 

 旧神戸堰のすぐ下流に建設された可動堰である新神戸堰(写真-2の奥に見られる)は、新神戸堰下流側に旧

神戸橋の景観を残した 16連のアーチ落差工を配する。また、旧神戸堰のアーチコンクリートの一部が近くの

公園に移設されモニュメントとして残されている。 

 

 
キーワード：河川構造物，耐久性一般，アルカリシリカ反応，構造物調査･診断 
連絡先：島根県松江市嫁ヶ島町12-2 TEL：0852-28-0062 FAX：0852-28-3941 

写真-1 旧神戸堰のアーチ部 写真-2 取壊し前 左岸より 写真-3 取壊し前 下流より 

表-1 旧神戸堰の概要 
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写真-4 コアの外観 

3．旧神戸堰のコンクリート試験 

3.1 旧神戸堰のコンクリート状況 

 2010(平成 22)年に旧神戸堰の撤去工事に伴い水抜きが行われ、写真-2･写真-3のような全体概要が確認で

きた。アーチ部は砂礫のすり減り作用で表面のモルタル層が摩耗し、粗骨材の露出や抜けだしにより穴がで

きた部分もあり、そこからの鉄筋の露出も見られ、露出部では鉄筋の断面減少も見られ、使用された鉄筋は

直径 13mm の丸鋼と判明した。 

 水叩き部は、流水･落水の衝撃で破損が激しく、洪水などにより数度の修繕･改良工事が行われてきたが、

水叩き部は、流失や吸い出しによる空洞等なども見られた。 

3.2 旧神戸堰のコンクリート試験 

写真-4はアーチ部から採取した試験用コアであり、アーチ部コンクリートの

上段･中段･下段より採取した。コアの外観からは、内部の空洞･豆板･等はなく、

粗骨材まわりの空隙もなく、健全であることが確認できる。 

 

(1)圧縮強度･割裂引張強度･静弾性係数試験 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

表-2 のコアの試験結果より、圧縮強度は中段のコアを除き、鉄筋コンクリートとして十分な強度を有して

いることが確認できた。引張強度および静弾性係数も理論値を上回り、アルカリシリカ反応や凍害劣化のな

い良好なコンクリートであることが確認できた。 

(2)中性化試験 

 中性化深さは、表-3 のコアの試験結果より、平均で 6.8mm であり、

岸谷式より推定した材齢 80 年の推定中性化深さ 10mm の 70％であり、

緻密で健全なコンクリートと判断できる。 

 

(3)気泡分布測定試験 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-2 コアの強度･静弾性係数試験結果 

位置 密度(t/m3) 圧縮強度(N/mm2) 静弾性係数(KN/mm2)

上段 No.7 2.33 25.0 31.2

中段 No.2 2.32 18.5
1) 28.8

下段 No.3 2.32 26.9 30.4

位置 密度(t/m3) 引張強度(N/mm2)

上段 No.1 2.33 2.51

中段 No.8 2.32 1.95

下段 No.6 2.37 2.06

注1)中段コアはせん断的破壊を示したため､内部欠陥などによると考えられる

表-3 中性化深さ試験結果 

位置
中性化深さ

(mm)

上段 6.5

中段 7.5

下段 6.5

試料名
全気泡数

(個)

単位長さ当た
りの気泡数

(個/mm)

平均弦長
(mm)

比表面積

(mm
2
/mm

3
)

ペースト
空気比

空気量
(%)

気泡間隔
係数

(μｍ)

上段No4 356 0.083 0.347 11.52 6.38 2.9 449

中段No5 262 0.061 0.255 15.71 12.84 1.6 451

下段No9 300 0.070 0.320 12.51 8.90 2.2 481

例 546 0.228 0.195 20.53 6.51 4.4 254

※例は凍結融解に対する抵抗性が良好な場合の基礎データを示す

表-4 気泡分布測定結果 
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表-4の気泡分布測定から、コンクリートの空気量は平均 2.2％であり、プレーンコンクリート程度の空気

量となっている。また、気泡間隔係数も耐凍害性の推奨値である 250μmを大きく上回り、平均 460μm のた

め耐凍害性は劣る結果となっているが、表-2の試験結果よりコアの静弾性係数の低下もなく、また、アーチ

コンクリートには凍結融解の損傷跡も確認できなかった。 

(4)コンクリートの配合推定試験 

 コンクリートの配合推定試験結果を表-5 に示す。旧神戸堰建設当時の土木用鉄筋コンクリートの配合は、

容積配合であり、セメント：細骨材：粗骨材の容積比は、1：2：4～1：3：6が標準的なものとされ、単位水

量は現場技術者の判断に任されていたとある。記録に残る資料としては、1897(明治 30)年の小樽港北防波堤

の斜塊ブロックの当初配合は 1：2：4容積配合で、水はコンクリート全容積の 12～14％を使用したとある。 

 また、1923～1933(大正 12～昭和 8)年にかけ工事が行われた、島根県松江市の｢恵曇港修築工事｣の方塊製

作では、容積配合 1：2.5：5と 1：3：6の配合が使用され、水はコンクリート容積の 12％を使用したと工事

誌に記述されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 表-6 は、工事記録や、後の現地調査での配合推定試験でコンクリートの配合が判明している、旧神戸堰建

設時代のコンクリート配合内容比較表である。 

コンクリートの単位水量は 120～130kg/m3 程度で、ダムコンクリートのような固練りが一般的であったと

考えられ、旧神戸堰の単位水量も平均 114kg/m3程度であり、配合は、容積配合で 1：3：6と推定される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5)コンクリートの塩化物含有量試験 

 旧神戸堰は、河川構造物のため常時水で洗われた状態である。また、日本海からの直線距離は 5500m ある

が、出雲平野の風向きは日本海側からの西向き風が多く、飛来塩分は少なくはない。 

 塩化物イオン量の試験結果は表-7より平均 0.31kg/m3であり、JIS A 5308｢レディーミクストコンクリート｣

の上限規格とほぼ同じとなっている。しかし、コンクリート材料に海砂を使用しない場合であれば、セメン

水量 ｾﾒﾝﾄ量 骨材量

上段No4 2355 2267 3.9 104 252 1996

中段No5 2317 2225 4.2 118 260 1940

下段No9 2318 2221 4.4 120 251 1949

※配合推定試験はセメント協会コンクリート専門委員会報告F-18
｢硬化コンクリート｣の配合推定に関する共同試験報告による

試料名

表乾単位
容積質量

(kg/m3)

絶乾単位
容積質量

(kg/m3)

吸水率
(%)

配合推定結果(kg/m
3
)

表-5 配合推定試験結果 

表-6 当時のコンクリート配合の比較 

水 セメント 火山灰 細骨材 粗骨材 混和剤

45.0 114 254 0 0

33.6 130 387 0 639 1302 0

34.5 130 238 139 628 1279 0

50.8 126 247 0 0

54.8 162 296 810 1026 2.96

※養福寺貯水池は、高炉セメントC種相当品が使用された

小樽港防波堤斜塊コンクリート
(容積配合 １:２:４)

北九州市　養福寺貯水池
(大正7年～昭和2年)　高炉セメント

2097

現在の鉄筋コンクリート配合例
(BB 24-8-20)

配合 Ｗ/Ｃ
単位量(kg/m3)

旧神戸堰のコアからの推定配合 1962
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トに含まれる塩化物だけとなるため、一般的にコンクリートの塩化物含有量は 0.02kg/m3 を下回る数値とな

る。従って、検出された塩化物はコンクリート製造時に混入された可能性が考えられる。 

 1927(昭和 2)年｢土木建築工事画報｣には｢寒中に打設するコンクリートへの食塩の添加は、初期凍害を防ぐ

ために、使用水の 15％まで混合しても強度には差し支えない｣との記述がある。また 1927(昭和 17)年の｢コ

ンクリート及び鉄筋コンクリート施工法(吉田徳治郎 著)｣では｢冬期の凍結防止のためセメント重量の 1％

～5％の範囲で塩化カルシウムを使用｣などの記述があり、冬期では多く使用されていたようである。  

 

 

 

 

 

 

 

 

(6)鉄筋の腐食度確認 

 アーチコンクリートの鉄筋露出部では、鉄筋の腐食や断面欠損が見られたが、コンクリート内部の鉄筋は、

写真-5のように腐食は認められず健全な状態であった。塩化物量が JIS 規格以下であったこと、旧神戸堰建

設当時のセメントの成分は、現在のセメントよりアルミン酸三カルシウム(Ｃ3Ａ)が多く、石こう量が少ない

ため、フリーデル氏塩による塩化物の固定化が大きかったと考えられるため、鋼材の腐食がなかった要因と

推定される。 

 アーチコンクリートに使用された鉄筋は、φ13mm の丸鋼であり、鉄筋探査により配筋ピッチは 200～250mm、

かぶりは 60～90mm であった。 

 

 

 

 

(7)骨材のアルカリシリカ反応性試験 

 アーチ部のコンクリートコアから、希塩酸処理をして取り出した粗骨材のアルカリシリカ反応性試験(化学

法)の試験結果(図-1)は、｢無害でない｣と判定された。 

 アーチコンクリートには、アルカリシリカ反応によるひび割れや、コアの骨材まわりのアルカリシリカゲ

ル生成の形跡はなく、また、表-2で静弾性係数の低下もないため、アルカリシリカ反応の発生はないと確認

できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-7 全塩化物イオン量試験結果 

(%) (kg/m
3
)

上段No7 2330 0.013 0.30

中段No2 2320 0.014 0.32

下段No3 2320 0.013 0.30

※全塩化物イオンの質量換算は、圧縮強度試験時測定のかさ密度を用いた

試料名 かさ密度(kg/m3)
全塩化物イオン量

図-1 アルカリシリカ反応性試験結果(化学法) 

写真-5 コア内部の鉄筋 
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4．使用されたコンクリートの材料 

4.1 セメント 

 旧神戸堰で使用されたセメントは、普通ポルトランドセメントと考えられる。前述の｢恵曇港修築工事誌｣

には、1927～1933(昭和 2～8)年の工事では方塊の製作に｢八幡製鉄所高炉セメント C 種相当品｣が使用された

との記述があるが、旧神戸堰の写真-3 のコア外観では、高炉スラグに含まれる硫黄酸化物の還元作用によっ

て発色する｢青緑色｣の発色は確認できないため、高炉セメントが使用された可能性は低い。 

 中国地方のセメント工場は、1881(明治 14)年に山口県小野田市に小野田セメントが操業を開始している。

前述の恵曇港修築工事の工事初期では小野田セメントを使用したことが記述されている。 

 太平洋セメントの技術資料等からは、当時の普通ポルトランドセメントの品質は、圧縮強度は現在のセメ

ントの 1/3、凝結終了時間は 2倍遅く、粉末度は 1/10 程度であったと考えられる。 

 また、｢コンクリートが危ない(小林一輔 著)｣では、セメント中のアルカリ金属の増加は、昭和中期以降で、

セメントの製造が熱効率の良い SPや NSP キルンに移行した後と指摘されている。 

 従って、冬期施工ではコンクリートの凝結終了が 5時間程度以上と考えられるため、塩化物の添加による

凝結時間の短縮は必要な方法であったと推定される。  

4.2 骨材 

 旧神戸堰の周辺では、大正期から旧神戸堰建設後数年まで、砂利を採取していたという記録が残っている。

また、中流から下流部の河床には、円摩度はやや不良だが花崗岩･石英･長石等の砂も堆積している。 

 写真-3のコアに見られる骨材の色や形状が、神戸川河床の骨材と類似していることから、旧神戸堰のコン

クリートの骨材は、現地調達されたと考えられる。 

 旧神戸堰のある一級河川神戸川は、上流部は広島県境と接する花崗岩盆地より始まり、中流部は安山岩質

集塊岩がそそり立つ島根県立公園立久恵峡を流れ、日本海に至る。 

 島根県東部地区の生コンクリート工場の多くは、操業時より粗骨材として立久恵峡北側にある砕石業者か

ら安山岩砕石をコンクリート用粗骨材として購入使用してきた歴史があり、この安山岩のアルカリシリカ反

応試験結果は、図-2･3 のように多くの試験結果で｢無害でない｣の判定であり、島根県東部のアルカリシリカ

反応による劣化構造物の要因となってきた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図-1 と図-2のアルカリシリカ反応性試験(化学法)が近似していることからも、旧神戸堰のコンクリート用

粗骨材に同種の安山岩が使用されていたことがわかる。 

旧神戸堰のアーチコンクリートにアルカリシリカ反応による劣化がない要因としては、前述にあるように、

当時のセメントのアルカリ金属量が低かったことが考えられる。 

 

図-3 古志町安山岩の反応性試験結果(モルタルバー法) 図-2 古志町安山岩の反応性試験結果(化学法) 
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図-4 搗き固め器具(蛸･ランマー) 

 島根県東部のアルカリシリカ反応劣化の構造物は、竣工時が概ね 1966～1988(昭和 41～63)年の構造物に発

生しているため、1966(昭和 41)年以前ではセメント中のアルカリ金属量が低く、発生が抑止されたと考えら

れる. 

5．コンクリートの製造･施工 

5.1 コンクリートの製造 

 島根県の生コンクリート工場は、1964(昭和 39)年に安来市に安来小野田レミコンが操業を開始している。

旧神戸堰のある出雲地区では 1967(昭和 42 年)に山陰生コン出雲工場と米子宇部コンクリート出雲工場が操

業を開始しているため、旧神戸堰建設当時は、現場でコンクリートが製造されたと考えられる。 

 コンクリートの練り混ぜは、前述の恵曇港修築工事で方塊の製作に 200V の 11 立方呎(0.3m3)キューブ型ミ

キサを使用したとされており、旧神戸堰当時にミキサが使用されていた記録はあるが、1台あたり2,200円(物

価指数から計算すると現在で 135 万円)程度と、当時の曳舟の値段と同額とあるため、旧神戸堰の工事費が

87,148 円となっていることから、高額なミキサは使用されていないと考えられる。 

5.2 コンクリートの施工 

 配合推定試験からわかるように、使用されたコンクリートは単位水量の少ない非常に固練りであった。コ

ンクリートの締固めに振動機が使用されたのは、1934(昭和 9)年の国鉄信濃川工事が最初であり、通常は｢蛸

搗き｣｢棒搗き｣と呼ばれる方法で締固めが行われていた。 

 恵曇港修築工事の方塊の施工では、｢充てん係は 2組に分かれ、1

型枠につき 3～4名を置き、鍋トロから鉄板上に移したコンクリート

をショベルで型枠内に充てんし、2名は蛸で搗き固め、2名は突き棒

で型枠との接触部を搗き固める｣と記述されており、方塊 1 基(15t

で 6m3)を 1時間以上かけて製作されたとあり、旧神戸堰でもほぼ同

様な手順で施工されたと考えられる。 

 旧神戸堰のアーチ部は、天端幅が 500mm 程度の鉄筋コンクリート

であり、小蛸やランマーで搗き固められたと考えるために、配筋のズ

レも発生している。 

 また、当時の養生には｢むしろ｣が一般的に使用されており、施工後にむしろでおおい、散水を繰り返しな

がら養生されたと考えられる。冬期の施工では、前述したように塩化物の添加により、初期凍害防止も行わ

れていたと考えられる。 

こうした施工方法は、小樽港北防波堤斜塊ブロック等の施工でも同様な手順が記されている。 

6．まとめ 

旧神戸堰のコンクリートは、当時の了寧な施工や養生もあり、また、コンクリートの配合も単位水量が小

さく、水セメント比も45%程度あり、当時のセメント品質の影響もあって、若干の塩化物が存在しても鉄筋腐

食が生じない、密実良質なコンクリートであったと推察できる。 

現代まで残るコンクリート構造物は、小樽北防波堤の広井勇博士、コンクリート船武智丸の吉田徳治郎博

士などに代表される、優秀な技術者が直接指導された構造物が多い。 

現在のように大量のコンクリート打設と分業化も進んでいないため、直接の技術的指導が行き届いた結果

かもしれないが、了寧な施工、養生は、いつの時代にもコンクリート構造物を作る原点であることは間違い

ない。 

旧神戸堰の試験結果とその背景を考察する中で、先達のコンクリートに対する貴重な情報を得ることがで

き、この調査が今後のコンクリート構造物品質向上の一助となれば幸いと考える。 
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